
平成 8年度補正予算における阪神田淡路地域復興関係経費について

平成8年度補正予算における阪神・淡路大震災関係経費は、総額 2，945億円で
あり、その内訳は次のとおりである。

-文部省〔総額 46億円〕

① 兵庫留学生会館(仮称)の設置 (44億円〕

② 文化財保存事業(明石城) (2. 1億円〕

-厚生省〔総額 42億円〕

① 水道施設の整備(1 5億円〕

② 廃棄物処理施設整備(8億円〕

③ 応急仮設住宅の供与期間の延長、解消 (18億円〕

④ 災害弔慰金等の支給 (0. 7億円〕

-農林水産省〔総額 54億円〕

① 農山漁村における農道等の整備(8億円〕

② 農漁村における集落排水施設等の整備(7億円〕
③ 治山施設等の整備 (27億円〕

④ 災害に強い漁港の整備等 (12億円〕

-通商産業省〔総額 34億円〕

① 新産業構造拠点地区の形成促進(1 4億円〕

② 産業復興プロジェクトの推進 (0. 2億円〕

③ 活断層モニタリング施設整備 (20 億円〕

-運輸省〔総額 86億円〕

① 港湾整備 (74億円〕

② 海岸整備(2億円〕

③ 鉄道整備(神戸市営地下鉄海岸線) (1 0億円〕

-建設省〔総額 2，680億円〕

① 住宅対策[1， 3 1 7億円〕
② 市街地整備 (18 7億円〕

③ 道路整備(5 5 1億円〕

④ 公園 (35 8億円〕

⑤ 治山治水(1 0 9億円〕

⑥ 下水道(1 0 3億円〕

⑦ 官庁営繕(5 5億円〕

-裁判所〔総額 3. 0億円〕

① 神戸家庭裁判所庁舎新営 (3. 0億円〕
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平戒9寺装予算における阪神・淡路復興関車抱策について
平成 9 年 1 月 1 6 日
阪神・淡路復興対策本部事務局

1. 生活の再建」のための諸施策
(l) 被災者の居住の安定のための住機能の充実

項 自 平成 9年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予 算 額 (億円)

-公的な住宅の供給 震災で住宅を失った被災者等に住宅を供給するため、災害復興公営住宅、災害復 (全国)4， 355
奥準公営住宅等の整備を推進する(公的供給住宅金体で77，000戸を供給)。
また、低所得の被災者に対して、災害復興公営住宅の家賃をさらに引き下げるた

めの支援を行う。

-住宅金融公庫融資 災害復興住宅融資制度により、個人による住宅の自力再建を支援する。 (全国) 4， 400 

• 
-ニュータウン開発及び関連す 住宅供給のために緊急かっ必要不可欠なニュータウン関発及び関連する公共筋設 住宅宅地関連公共施設整備促

る公共施設の整備 の整備事業を実施する。 進事業 (全国)1， 419
道路整備特別会計

(全国)35， 306
治水事業、海岸事業、急傾斜

地崩壊対策事業
(全国)13， 202

-住宅に関する情報提供・相談 ひょうご輸入住宅総合センター及び総合住宅相談所を活用して、ソフト面での支 (全国) 4， 3 5 5 
体制の実施 援を行う。

-被災地域の再生等のために緊 (1)面的整備事業の推進 市街地再開発事業等
念に推進する面的整備及び関 被災市街地復興推進地域等の再生及び被災者のための住宅供給に関連する土地 (全国) 2 9 9 
連する都市施設の整備 区画整理事業、市街地再開発事業を実施する。 住宅市街地総合整備事業

また、公的住宅の供給に資する住宅市街地総合整備事業、密集住宅市街地整備 (全国) 447 
促進事業等を実施する。 密集住宅市街地整備促進事業

(全国) 8 2 
住宅地区改良事業

(全国) 4 7 0 
道路整備特別会計

(全国) 35， 306 
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項 自 平成 9年度予算政府原案に盛り込まれた施策

(2)関連する都市施設の整備
上記の面的整備事業に関連する街路事業、下水道事業、都市公園事業、街並み

-まちづくり総合支援事業、主要河川の整備事業等を実施する。

-阪神・淡路大震災における応 存続期限の到来する応急仮設住宅のうち、必要な応急仮設住宅について供与期間
急仮設住宅の供与期間の延長 の延長を行うとともに、応急仮設住宅の速やかな解消について支援を行う。 l

等

(2) 被災者への就職支援等による雇用の安定の確保

項 自 平成 9年度予算政府原案に盛り込まれた施策

-失業の予防・雇用維持対策の 被災地における失業の予防・雇用の維持等を図るため、雇用調整助成金等の特例
推進 措蜜等を実施する。

-再就職促進対策の推進 被災により離職を余儀なくされた労働者の再就職の促進を図るため、特定求職者
雇用開発助成金の特例措置等を笑施する。

(3) 被災要介護高齢者等の支援策の充実

項 目 平成 9年度予算政府原案に盛り込まれた施策

-特別養護老人ホーム等の整備 特別養護老人ホームの増設、ケアハウスの増設、ホームヘノレバーの増員等要介護

高齢者等の支援施策の推進を図る。

-災害ボランディア活動の強化 災害時の福祉救援ボランティア活動等に隠する連絡会議、実践講座の開催により
、ボランティア活動の強化を図る。 (市区町村ボランティアセンター活動事業)

予 算 額 ( fj意円)

下水道事業
(全国)11， 954

都市公園事業
(全国)1， 702

街並み・まちづくり総合支援

事業 (全国) 1 1 7 
都市構造再編促進事業(仮称)

(全国) 7 
治水事業、海岸事業、急傾斜
地崩壊対策事業

(全国)13， 202

2 2 

予 算 額 (億円)

2 0 

O. 6 

予 算 額 (億円)

社会福祉施設整備
(全国)2，253

在宅老人福祉事業
(全国)2，372

(全国) O. 6 



(4) 災害時にも対応できる医療供給体制の整備

項 目 平成9年度予算政府原案に盛り込まれた施策

-災害拠点病院整備事業 被災した地域への支援活動、後方病院としての患者受入れ等を担う災害拠点病院

を整備し、災害時における医療の確保を函る。

-救急医療情報センター(広域 救急医療情報センターが災害時に必要な医療機関の情報収集、医療ボランティア

災害・救急医療情報システム の登録、派遣を行うため、全国的なネットワークの整備を図る。

)の整備

-医療施設の災害復旧事業 阪神・淡路大震災により被害を受けた神戸市立西市民病院の災害復旧工事につい

て補助を行う。

(5) うるおいとやすらぎのある生活環境をとり戻すための文化活動への支援

項 自

-文化財の復旧等

塁 (6) その他

項 目

-被災した学生のための育英奨
A寸斗ニらー

-要保護及び準要保護児童生徒
援助

-阪神・淡路大震災に伴う特設

登記相談所の開設及び復興に
伴う登記事務の適正処理

-阪神・淡路大震災に伴う震災
関係法律扶助事業補助の推進

平成 9年度予算政府原案に盛り込まれた施策

被災した重要文化財建造物の復旧及び被災地の復興事業に伴う埋蔵文化財の発掘

調査を行う。

平成 9年度予算政府原案に盛り込まれた施策

奨学金を継続して必要とする被災学生生徒に対し、日本育英会の奨学金を貸与す

る。

被災した児童生徒の保護者に、学用品費、医療費、学校給食費等の給与を行う市
町村に檎助を行う。

復興に伴って急増する登記に関する相談に適切に対処するために特設登記相談所

をき|き続き開設するとともに、復興に伴う登記事務処理を適正かつ迅速に行う。

阪神・淡路大震災に伴って急増している法的紛争の迅速な解決と被災者の生活基

盤の安定を図るため、震災関係法律扶助事業の推進を図る。

予 算 額 (億円)

(全国) 2 3 

(全国) 1 7 

1 4 

予算額

予 算 額 (億円)

1 7 

4. 9 

O. 9 

1. 1 



「経済の復興Jのための諸施策
経済復興を支える交通・情報通信インフラの整備

項 自 平成 9年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予 算 額 (億円)

-神戸港等の復興 神戸港の一日も早い復興により、経済や生活の基盤を確保し、物流機能の回復を (全国)3，631
図るとともに、近畿圏ひいては我が園の国際競争力を強化するため、大水深コンテ

ナターミナルの整備等により国際物流拠点機能の強化を図る。

-神戸市営地下鉄海岸線の整備 神戸市営地下鉄海岸線(新長田~三宮間 8. 1 km)の新線建設を実施する。 (全国) 6 8 3 

-幹線道路等の整備 安全で安心できる国土構造の形成のため、高規格幹線道路、地域高規格道路等の (全国) 35，306 
整備事業を実施する。

-交通安全施設の整備 安全で円滑な道路交通を確保するため、信号機の高度化、道路交通情報収集・提 〔警察庁分〕 (全国) 1 8 3 
供装置の整備等を実施する。 〔建設省分〕

(全国) 35，306 

-アジア・太平洋地域における アジア・太平洋地域における情報通信基盤の構築及び接続を促進するため、アジ 3. 8 
情報通信基盤技術の開発 ア・太平洋地域に適した各種アプリケーション開発、相互接続技術の開発等φ共同

研究施設を兵庫県に整備する。

-高度情報通信センターの整備 地域の情報通信基盤整備を推進するため、 CATV網等を活用し公共アプジケー (全国) 3 5 
ションの開発、導入を行うための高度情報通信センターを整備する。

2. 
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経済復興に資する産業支援体制の整備

項 自 平成9年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予 算 額 (億円)

-産業復興促進のための企画・ 側)阪神・淡路産業復興推進機構が行う復興に係る企画・調査事業、新産業創出等 1. 7 
調査等 各種プロジェクトの実施を支援する。

-被災中小企業の再建・復興に 被災中小企業組合等への災害復旧費補助、円滑な資金供給を実施する。
向けた支援策の促進

(2) 



項 自 平成9年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予 算 額 (億円)

-民活法の活用による産業関連 民活法の活用による産業復興に資する施設整備を促進する。 〔通商産業省分〕

基盤の整備の促進 (全国) 1 O. 7 
〔運輸省分〕

(全国) 1 O. 2 
補助対象事業費の割合の引上

げ
NTT無利子貸付制度の融資
比率の改善

(3) その他

項 目 平成 9年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予 算 額 (億円)

-大阪湾ベイエリア法の活用に 阪神・淡路地域の復興に資するため、大阪湾ベイエリア法関連の支援措置により 阪神・淡路地域における活力

よる中核的施設の整備の促進 中核的施設の整備を積極的に推進するとともに、阪神・淡路地域における活力ある あるまちづくり推進調査

等 まちづくりの推進を図る。 O. 1 5 
NTT無利子貸付制度の融資
比率の改善

-兵庫インターナショナノレセン 阪神・淡路大震災による J1 CA兵庫インターナショナノレセンター(神戸市須磨 O. 44  
ター建て替え準備 新規 区)の被災等に対応し、国際協力事業団(J1 C A) が、 「防災対策j 等の分野で

新たに開発する研修コースを含め、開発途上国からの技術研修員の受入れ等を行う

ため、 J1 CAの兵庫インターナショナノレセンターを建て替えることとし、神戸市
内の適地に、 J1 CA国際センター(仮称)を建設するための基本設計を行う。



「安全な地域づくり」のための諸施策
オープンスペースとジダンダンシー確保のための交通インフラとを兼ね備えた安全で快適なまちづくり

3. 
(l) 

(億円)

-被災地の再生等と連携して整
備を進める必要のある新都市
核の整備

額

住宅宅地関連公共施設整備促
進事業 (全国)1， 419
道路整備特別会計

(全国) 3 5， 

算予

ニュータ

平成 9年度予算政府原案に盛り込まれた施策

住宅や産業業務施設を備えた新都市綾の整備に係る土地区商整理事業、
ウン開発事業及びこれらに関連する公共施設の整備事業を実施する。

目項

306 

防災住向上のための根幹的
な公共施設の整備 306 

702 

954 
急傾斜

202 
256 

道路整備特別会計
(全国) 3 5， 

都市公園事業
(全国) 1， 

下水道事業
(全国) 1 1， 

治水事業、海岸事業、
地崩壊対策事業

(全国) 1 3， 
官庁営繕事業(全国)

(1)災害時の緊急活動等を支える幹線道路等の整備
高度に市街化の進んだ阪神地域の交通の円滑化、緊急時における交通の代替
性、迅速性を確保するため、格子型幹線道路ネットワークを構成する高規格幹線
道路等の整備事業を実施する。
緊急輸送道路や広域迂回路の一部を形成する幹線道路等及び避難路や災害危険
市街地における緊急活動を支援する路線等、格子裂幹線道路ネットワークを補完
すでる一般道路の整備事業を実施する。
(2)防災拠点、となる都市公園等の整備
広域防災拠点、となる広域公園等及び一次避難地としての地域防災拠点となる都
市公園、下水道施設等の整備事業を実施する。
広域防災帯として機能する主要河川、道路や、これらと隣接して設ける公園・
緑地等の整備事業を実施する。
(3)土砂災害対策の推進
二次災害防止や避難路、避難地の安全確保等に資する砂防事業、急傾斜地崩接
対策事業等を実施する。
また、六甲山麓部において土砂災害に対する安全性を高め緑豊かな都市環境と
景観の創出等に資するグリーンベルトの整備を推進する。
(4)公共施設の耐震伎の向上
耐震性向上のための道路橋の補強を実施する。
新耐震基準に基づく下水道施設の整備、改良等を実施する。
ゼロメートノレ地帯等の海岸堤防等の補強を実施する。
耐震基準を満たさない砂防設備等の補強を実施する。

ー

l
m
ω
吋

l
l

(全国) 1 8 3 災害発生時における緊急交通路を確保するため、交通管理施設の整備を実施す災害時に対応した交通管理
施設の整備 る。

神戸港等の整備 港湾整備事業
(全国) 3， 
(全国)

港島市街地と人工島を結ぶ連絡道の被災により人工島が孤立した反省を踏まえ、
トンネルの整備により人工島(ポートアイランド)へのアクセス路の多重化を図る。
また、ゼロメートノレ地帯等の海岸堤防等の補強を実施する。

631 
414 海岸事業



項 目 平成 9年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予 算 額 (億円)

臨海部の防災拠点の整備 震災時の緊急輸送や避難地確保の重要性にかんがみ、緊急物資や避難人員の輸送 (全国)3， 631
を対象とする耐震強化岸壁に加え、避難緑地、備蓄施設等を備えた防災拠点を整備

する。

既存の鉄道構造物の耐震補 阪神・淡路大震災の鉄道施設の被害の甚大さにかんがみ、鉄軌道の安全確保等を (全国) 6. 5 

5怠 図るために既存の鉄道構造物について緊急耐震補強を行う。

治山施設等の整備 山腹崩壊、地すベり、ため池決接、高潮などから人の生命、財産等を保護するた ため池等整備事業

めの治山施設や地すべり防止施設の整備、老朽ため池の改修補強、海岸の整備等を (全国) 2 8 3 

推進する。 地すべり対策事業
(全国) 9 4 

直轄地すベり対策事業

(全国) 6 3 
治山事業(全国)2.020
海岸事業 (全国) 8 2 

農山漁村における農道等の 緊急時における車両通行の円滑化のための農道等の整備、災害時に避難所として ほ場整備事業

整備 活用し得る広場、公園等の整備を推進する。 (全国)1， 202
かんがい排水事業

(全国) 4 6 8 
土地改良総合整備事業

(全国) 2 7 0 

農道整備事業
(全国)1， 432

地域開発関連整備事業
(全国) 3 1 

漁港漁村環境整備事業

(全国) 1 7 2 
漁港漁村総合整備事業

(全国) 6 4 

. CATV等を利用した住宅 防災対応マノレチメディアモデノレ住宅を整備し、家庭に居ながらにして、防災情報 (全国) 9. 3 
等の情報化実証実験 新規 をはじめとする様々な情報を入手可能なシステムの実用化研究等を実施する。



防災住を有するライフラインの整備

項 日 平成-9年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予 算 額 (億円)

水道施設の耐震化等整備 水道施設の耐震性向上や緊急時の給水を確保するため、災害に強い水道施設の整 (全国)2，088
備を推進する。

災害に強いライフライン共 災害時におけるライフライン確保の観点、から、幹線共同溝及び電線共同溝の整備 (全国)35，306
同収容施設の整備 事業を各事業者と調整を図りつつ実施する。

(2) 

応急災害対策に資する公共施設の整備

項 目 平成 9年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予 算 額 (億円)

消防防災施設等の整備 阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、海水や河)11等の自然水利を活用し、消防水利 (全国) 2 0 3 
の多様化を進めるほか、大規模災害に対応しうる全国的な消防防災体制の整備広を促
進する観点、から、耐震性貯水槽、消防団拠点施設、緊急消防援助隊資機材、 域応
援函像受信装置等の整備を促進する。

緊急時の消火・生活用水等 高度処理施設等の整備及び下水道処理場等の避難地等としての活用のための下水 下水道事業
の確保対策 道事業を実施する。 (全国)11，954

消火用水等の取水施設や階段護岸の整備等のための河川事業を実施する。 治水事業、海岸事業、急傾斜
地崩壊対策事業

(全国) _1 3， 2 0 2 

農漁村における集落排水施 循環利用が可能な生活・防火用水を確保するとともに、快適な生活環境基盤を整 農業集落排水事業
設等の整備 備するため、集落排水施設等の整備を推進する。 (全国) 1， 454  

漁港漁村環境整備事業
(全国) 1 7 2 

漁港漁村総合裳備事業

(全国) 6 4 

災害に強い漁港の整備 緊急食料の輸送や救援活動の拠点、として活用し得る漁港の整備を推進する。 l 漁港整備事業
(全国)1， 789

漁港関連道整備事業

(全国) 4 5 

. 公立学校等施設の整備 一地震防災対策特別措置法等に基づき公立小中学校校舎の改築、補強を行い耐震構 (全国) 2 3 4 
造化を推進するとともに、公立学校等について災害時における応急避難場所となる
ことから、校舎の補強等を行う。また、私立学校についても、施設の耐震構造化を
推進する。

(3) 

l
a
c
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(4) その他

項 自 平成 9年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予 算 額 (億円)

災害救助調査研究・研修事 阪神・淡路大震災での対応を教訓として、災害救助を適切かっ迅速に実施する上 (全国) O. 3 
業 新銀 で必要な調査研究、研修事業を実施する。

阪神・淡路地域の防災関係 阪神・淡路大震災における復興関連資料や記録を収集・保存、調査・分析すると O. 6 2 
情報の分析・活用 新規 ともに、その成果を全毘に情報発信する。

地域非常通信のためのネッ 広域的な災害対策の迅速かつ的確な遂行を支援する耐災性の高い地域非常通信ネ 1. 5 
トワーク技術の研究開発 ットワークを実現するため、阪神・淡路地域において先導的技術の研究開発を実施

する。

. 郵便局を活用した災害情報 神戸市等地方自治体との連携により、郵便局に設置する端末機を用いて、郵便局 O. 1 4 
提供等の実験 を地方自治体からの災害関連情報を提供する情報拠点として活用する等の実験を行

つ。

. 防災情報ネットワークの強 主要な道路の「道の駅」における道路情報提供装置の整備、サービスエリア等に 道路整備特別会計

化 おける道路・フェリー情報交換システムの構築、道路交通情報通信システム (V1 (全国)35，306
c S) の整備等を実施する。 治水事業、海岸事業、急傾斜

地震計等災害情報収集機器の整備、マイクロ回線、下水道管理用光ファイパーネ 地崩壊対策事業
ットワーク等の整備等を笑施する。 (全国) 13，202 

復興工事安全衛生確保支援 復興工事に係る労働災害の防止を図るため、工事現場巡回指導等を実施する。 2. 4 
事業の推進

学校等における防災体制、 学校等の防災体制の充実のため、地域防災組織や関係機関との連携、情報連絡体 (全国) O. 7 
防災教育の充実 制の整備、学校防災についての普及啓発等を図るとともに、防災教育の充実を図る

児童生徒の心の健康管理( 平成 7、 8年度の調査研究結果を踏まえ、大震災等の災害非常時における児童生 (全国) O. 3 
メンタルヘルス)の充実 徒の心の健康管理について啓発する。

学生防災・ボランティア普 災害発生時に少しでも被害を少なくするため、学生に対して、災害発生時に対す (全国) O. 3 
及啓発 新規 る心構え、防災知識、避難方法等のノウハウを教授するとともに、震災発生時のボ

ランティア活動の方法、二次災害への対策、留意点等について啓発する。

地震防災フロンティア研究 理化学研究所と兵庫県が協力し、外部の研究者と協力して、都市部安中心とする 1. 0 
の推進 新規 地震災害の軽減に関する先導的な研究の推進を図る。



平成9年度補正予算における阪神・淡路復興関連施策について

平成 1 0年 1月 1 6 日

阪tr!J・淡路復興対策本部事務局

平成9年度補正予算における阪神・淡路大震災関係経費は、総額 1，208億円

であり、その内訳は次のとおりである。

農林水産省〔総額19億円〕

① 治山施設等の整備 (11億円〕

② 農山漁村-における農道等の整備 (5億円〕

③ 農漁村における集落排水施設等の整備 (2億円〕

④ 災害に強い漁港の整備(1億円〕

運輸省〔総額10億円〕

① 港湾整備 (5億円〕

② 海岸整備 (5. 2億円〕

建設省〔総額1，1 7 9億円〕

① 道路整備 (346億円〕

② 治山治水 (10 3億円〕

③ 都市公園 (56億円〕

④ 下水道 (58億円〕

⑤ 住宅対策 (491億円〕

@ 市街地整備 (126億円〕

(注)四捨五入により億円単位としてあり、各項目の合計と総額は一致しない。

-541-
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平成10年度予算における阪神・淡路復興関連施策について

平成 1 0年 1月 1 6 日
阪神・淡路復興対策本部事務局

l. r生活の再建」のための諸施策
(1)被災者の居住の安定のための住機能の充実

工百 目 平成 10年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

-公的な住宅の供給 震災で、住宅を失った被災者等に住宅を供給するため、災害復興公営住宅の低家賃 (全国) 4， 040 
化を図るための支援等を行う。

-住宅金融公庫融資 個人による被災住宅の自力再建を支援するため、公庫融資の特例措置を活用する。 (全国) 4， 100 

-ニュータウン開発及び関連す 住宅供給業のために緊急かつ必要不可欠なニュータウン開発及び関連する公共施設 住宅進宅地関連公共施設等整
る公共施設の整備 の整備事を推進する。 備促事業

(全国)し 524
道路整備
(全国) 33，660 

治水事業、海岸事業、急、傾
斜地崩壊対策事業
(全国) 12，152 

-住宅に関する情報提供・相談 ソフト面での支援策として、ひょうご輸入住宅総合センター及び総合住宅相談所 (全国) 4， 040 
体制の実施 を活用する。

-被災地域すの再生等のために緊 ① 面的整備事業の推進 市街地整備(全市国E、) 5 5 2 
倉、に実施 る面的整備及び関 被災市街地復興推進地域等の再生及び被災者のための住宅供給に関連する土地 住宅市街地整備合支援
連する都市施設の整備 区画整理事業、市街地再開発事業を実施する (全国) 5 20 

また、公的住宅の供給に資する住宅市街地整備総合支援事業、住宅地医改良事 密集住宅市街地整備促進事
業、密集住宅市街地整備促進事業等を実施する。 業 (全国) 9 5 

住宅地区改良
(全国) 3 5 0 

道路整備
(全国) 33，660 
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項 目 平成 10年度予算政府原案に盛り込まれた施策

② 関連する都自ヲ市施設の整備
上記の面 整備事業に関連する街路事業、下水道事業、都市公園事業、街並み
-まちづくり総合支援事業、主要河川の整備事業等を実施する。

-阪神・淡路大震災における応 存続期限の到来する応急仮設住宅のうち、必要な応急仮設住宅についをて供与期
急仮設住宅の供与期間の延長 聞の延長を行うとともに、応急仮設住宅の速やかな解消について支援行う c
等

(2)被災者への就職支援等による雇用の安定の確保

項 目 | 平成 10年度予算政府原案に盛り込まれた施策

・再就職促進対策の推進 | 被災者の再就職の促進を図るため、特別求人開拓、合同就職面接会、巡回ハロー
ワーク、応急仮設住宅団地等への求人情報の積極的提供等を実施する。

(3 )被災要介護高齢者等の支援策の充実

項 自 平成 10年度予算政府原案に盛り込まれた施策

-特別養護老人ホーム等の整備 特別養護老人ホームの増設、ケアハウスの増設、ホームヘノレパーの増員等要介護
高齢者等の支援施策の推進を図る。

-災害ボランティア活動の強化 災害時の福祉救援活動等に関する連絡会議、実践講座の開催等により、災害時に
おけるボランティア活動の強化を圏る。

予算額(億円)

下水道事業
(全国) 11，121 

都市公園事業
(全国) 1， 575 

治水事業、海岸事業、急、傾
斜地崩壊対策事業
(全国) 12，152 

2 2 

予算額(億円)

O. 1 

予算額(億円)

社会福祉施設整備
(全国) 2， 039 

在宅老人福祉事業
(全国) 2，707 

O. 6 



(4)災害時にも対応できる医療供給体制の整備

工百 自 平成 10年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

-災害拠点病院整備事業 被災した地域への支援活動、後方病院としての患者受入れ等を担う災害拠点病院 (全国) 2 1 
を整備し、災害時における医療の確保を図る。

-救急医療情報センター(広域 救急医療情報システムを拡充強化し、災害時における医療機関の情報収集、医療 (全国) 1 2 
災害・救急医療情報システム ボランティアの登録、派遣を行うための災害匿療に関する全国的な情報ネットヲー
)の整備 クの整備を図る。

-医療施設の災害復旧事業 阪神・淡路大震災により被害を受けた神戸市立西市民病院の災害復旧工事につい 2 1 
て補助を行う。

(5 )うるおいとやすらぎのある生活環境をとり戻すための文化活動への支援

項 目 | 平成 10年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

・文化財の復旧等 ! 被災した重要文化財建造物の復旧及び被災地の復興事業に伴う埋蔵文化財の発掘 6 
調査を行う。

E 
( 6 )その他

工百 目 平成 10年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

-被災した学生のための育英奨 奨学金を継続して必要とする被災学生生徒に対し、日本育英会の奨学金を貸与す 8 
r.さT長4 る。

-要保護及び準要保護児童生徒 被災により経済的な理由で就学困難となった児童生徒の保護者に、学用品費、医 2 
援助 療費、学校給食費等の給与を行う市町村に補助を行う。

-阪神・淡路大震災に伴う特設 復興に伴って急増する登記に関する相談に適切に対処するために特速設登記相談所 O. 4 
登記相談所の開設及び復興に を引き続き開設するとともに、復興に伴う登記事務処理を適正かつ迅 に行う。
伴う登記事-務の適正処理

-阪神・淡路大震災に伴う震災 阪神・淡路大震災に伴って生じている法的紛争の迅速な解決と被災者の生活基盤 O. 6 
関係法律扶助事業補助の推進 の安定を図るため、震災関係法律扶助事業の推進を図る。



2. r経済の復興Jのための諸施策
(1)経済復興を支える交通・情報通信インフラの整備

項 目 平成10年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

-神戸港の復興 神戸港の一日も早い復興により、経済や生活の基盤を確保し、物流機能の回復を (全国) 3，375 
図るとともに、近畿圏ひいては我が菌の国際競争力を強化するため、大水深コンテ
ナターミナノレの整備等により国際物流機能の強化を図る。

-鉄道の整備 神戸市営地下鉄海岸線の新隷建設に対する土木工事等の事業費に対し補助を行 (全国) 6 2 3 
つ。

-幹線道路等の整備 安全で、安心できる国土構造の形成のため、高規格幹線道路、地域高規格道路等の 道路整備
整備事業を実施する。 (全国) 33，660 

-交通安全施設の整備 安全で円滑な道路交通を確保するため、信号機の高度化、道路交通情報収集・提 [警察庁分]
供装置の整備等を実施する。 (全国) 1 7 1 

[建設省分]
道路整備
(全国) 33，660 

-アジア・太平洋地域における アジア・太平洋地域における情報通信基盤の構築及び接続を促進するため、アジ 6 
情報通信基盤技術の開発 ア・太平洋地域に適した各種アプリケーション開発、相互接続技術の開発等の国際

共同研究を実施する。
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(2)経済復興に資する産業支援体制の整備

工百 目 平成 10年度予算政府原案に盛り込まれた雄策 予算額(億円)

-産業復興促進のための企画・ 復興に係る企画・調査事業、ワンストップ・サービス導入等各種フ。ロジェクトの 1. 9 
調査等 実施を支援するため、(財)阪神・淡路産業復興推進機構に対し補助を行lう。

-被災中小企業者の再建・:復興 被災中小企業組合等への円滑な資金供給を実施する。 O. 2 
に向けた支援策の促進

[通高産業省分]
-民活法の活用による産業関連 民活法の支援措置により産業復興に資する施設整備を促進する。 (全国) 8. 8 
基盤の整備の促進 [運輸省分] (全国) 9 

補助げ対象事業費の割合の引
上の延長

資N比T率T無の利改子善貸の付延制長度の融I
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(3 )その他

項 目

-大阪湾ベイエリア法の活用に
よる中核的施設の整備の促進
等

. J 1 C八兵庫インターナショ
ナノレセンターの整備促進

平成 10年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

阪神・淡路地域の復興に資するため、大阪湾ベイエリア法関連の支援措置により 阪神・淡路地域における活
中核的施設の整備を積極的に推進するとともに、阪神・淡路地域における活力ある 力あるまちづくり推進調査
まちづくりの推進を図る。 O. 1 5 

NTT無利子貸付制度の融
資比率の改善の延長

兵庫県が行う兵庫国際センター(仮称)構想、の一環として、 J1 CA兵庫インタ 施設整備のための実施設計
ーナショナノレセンターの整備を促進する。 O. 9 



3. r安全なまちづくり」のための諸施策
(1 )オープンスペースとリダンダンシー確保のための交通インフラとを兼ね備えた安全で快適なまちづくり

項 目 i 平成 10年度予算政府原案に盛り込まれた施策 | 予算額(億円)

-被災地の再生等と連携して整| 住宅や産業業務施設を備えた新都市核の整備に係る土地区画整理事業、l ニュータ|住宅宅地関連公共施設等整
備を進める必要のある新都市|ウン開発事業及びこれらに関連する公共施設の整備事業を実施する。 I備促進事業
核の整備 全国) 1，524 

道路整備
(全国) 33，660 

忠
-l 

-防災性向上のための根幹的な|① 災害時の緊急活動等を支える幹線道路等の整備 |道路整備
公共施設の整備 | 高度に市街化の進んだ阪神地域の交通の円滑化、緊急時における交通の代替性全国) 33，660 

、迅速性を確保するため、格子型幹線道路不ットワークを補完する一般道路の整|都市公国事業
備事業を実施する。(全国)1， 575 
緊急輸送道路や広域迂回路の一部を形成する幹線道路等及び避難路や災害危険|下水道事業
市街地における緊急活動を支援する路線等、格子型幹線道路ネットワークを補完(全国) 11， 121 
する一般道路の整備事業を推進する。 I治水事業、海岸事業、急傾
② 防災拠点となる都市公園等の整備 |斜地崩壊対策事業
広域防災拠点、となる広域公園等及び一次避難地としての地域防災拠点となる都全国) 12， 152 
市公園、下水道施設等の整備事業を実施する。官庁営繕事業
広域防災帯として機能する主要河川、道路や、これらと隣接して設ける公園・全国) 233 
緑地等の整備事業を推進する。
③ 土砂災害対策の推進
二次災害防止や避難路、避難地の安全確保等に資する砂防事業、急傾斜地崩壊
対策事業等を実施する。
また、六甲山麓部において土砂災害に対する安全性を高め緑豊かな都市環境と
景観の創出等に資するグリーンベノレトの整備を推進する。
④ 公共施設の耐震性の向上
耐震性向上のための道路橋の補強を実施する。
新耐震基準に基づく下水道施設の整備、改良等を実施する。
ゼロメートノレ地帯等の海岸堤防等の補強を実施する。
耐震基準を満たさない砂防設備等の補強を実施する。

』也理管通交たし
」

、

い

民

一

間

riμ

，h'U 

対

整
に
備
一
の

時
整
一
港

宝
口
の
一
一
戸

災
設
一
神

災害発生時における緊急交通路を確保するため、交通管理施設の整備を実施する。 (全国) 1 7 1 

市街地と人工島を結ぶ連絡道の被災により人工島が孤立した反省を踏まえ、港島
トンネノレの整備により人工島(ポートアイランド)へのアクセス路の多重化を図る。

(全国) 3，375 
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項 目

-臨海部の防災拠点の整備

-既存の鉄道構造物の耐震補強

-治山施設等の整備

-農山漁村における農道等の整
UオJTl士

'CATVを利用した住宅等の
情報化実証実験

平成 10年度予算政府原案に盛り込まれた施策

震災時の緊急輸送や避難地確保の重要性にかんがみ、緊急物資や避難人員の輸送
を対象とする耐震強化岸壁に加え、避難縁地、備蓄施設等を備えた防災拠点を整備
する。

阪神・淡路大震災の鉄道施設の被害の甚大さにかんがみ、鉄軌道の安全確保等を
図るために既存の鉄道構造物について緊急耐震補強を行う。

山腹崩壊、地すべり、ため池決壊、高潮などから人の生命、財産等を保護するた
めの治山施設や地すベり防止施設の整備、老朽ため池の改修補強、海岸の整備等を
推進する。

緊急時における車両通行の円滑推化のための農道等の整備、災害時に避難所として
活用しうる広場、公園等の整備を進する。

防災対応マルチメディアモデル住宅を整備し、家庭に居ながらにして、防災情報
をはじめとする様々な情報を入手可能なシステムの研究開発を実施する。

予算額(億円)

港湾整備事業費
(全国) 3，375 

海岸事業費(全国) 3 7 6 

(全国) 6 2 3 

ため池等整備事業
(全業国) 248 

地すべり対策事
(全国) 8 2 

直轄地すべり対策事業
(全国) 6 1 

治山事業
(全国) 1， 840 

海岸事業 (全国) 7 3 

ほ場整備事業
(全国) 1， 082 

かんがい排水事業 | 

(全国) 3 9 6 
土地改良総合整備事業

(全国) 1 74 
農道整備事業
(全国) 1. 108 

地域開発関連整備事業
(全国) 24 

漁港漁村環境整備事業
(全国) 1 7 1 

漁港漁村総合整備事業
(全国) 6 1 

(全国) 1 O. 7 
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(2)防災性を有するライフラインの整備

項 目 平成 10年度予算政府原案に盛り込まれた施策

-水道施設の耐震化等整備 水道施設の耐震性向上や緊急時の給水を確保するため、災害に強い水道施設の整
備を推進する。

-災害に強いライフライン共同 災害時におけるライフライン確保の観点から、共同溝及び竜線共同溝の整備事業
収容施設の整備 を各事業者と調整を図りつつ実施する。

(3 )応急災害対策に資する公共施設の整備

工百 目 平成 10年度予算政府原案に盛り込まれた施策

-消防防災施設等の整備 阪神・淡路大震災の教点訓を踏まえ、大規模災害に対応し施うる全国的な出防防災体
制の整備を促進する観 から、耐震性貯水槽、消防団拠点 設等、コミュニティ防
災資機材等、緊急、消防援助隊関係資機材等の整備を促進する。

.、緊急時の消火・生活用水等の 高度処理施設等の整備及び下水道処理場等の避難地としての活用のための下水道
確保対策 事業を実施する。

消火用水等の取水施設や階段護岸の整備等のための河川事業を実施する。

-農漁村における集落排水施設 循環利用が可能な生活・防火用水を確保するとともに、快適な生活環境基盤を整
等の整備 備するため、集落排水施設等の整備を推進する。

-災害に強い漁港の整備 緊急食料の輸送や救援活動の拠点として活用し得る漁港の整備を推進する。

-公立学校等施設の整備 公立学校等施設については、非常災害時における児童生徒の安全の確保を図ると
ともに、地域住民の応急避難場所としての役割をも果補たすため、耐震性能の強化及
び防災機能の充実・強化の観点から、校舎等の耐震 強等の整備を積極的に推進す
る。また、私立学校については、施設の耐震構造化を推進する。

予算額(億円)

(北海道、沖縄除く全国)
1， 350 

道路整備
(全国) 33，6601 

予算額(億円)

(全国) 1 8 8 

下水道事業
(全国) 11， 121 

治水事業、海岸事業、急傾
斜地崩壊対策事業
(全国) 12， 152 

農業集落排水事業
(全国) 1，事341 

漁港漁村環境整備業
(全国) 1 7 1 

漁港漁村総合整備事業
(全国) 6 1 

漁港整備事業
(全国)1，業617 

漁港関連道整備事
(全国) 4 3 

公立学校 (全国) 236 
私立学校 2月k (全国) 9 
公立社会体施設

(全国) b 
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(4 )その他

項 目

-災害救助調査研究・研修事業

-阪神・淡路地域の防災関係情
報の分析、活用

-地域非常通信のためのネット
ワーク技術の研究開発

-郵便局を活用した災害情報提
供等の実験

-防災情報ネットワークの強化

-復興工事安全衛生確保支援事
業の推進

-学校等における防災体制の充
実

-安全教育の充実新規

-学生防災・ボランティア普及
啓発

-地震防災フロンティア研究の
推進

平成 10年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(信、円)

阪神・淡路大震災での対応を教訓として、災害救助を適切かつ迅速に実施する上 (全国) O. 3 
で必要な調査研究、研修事業を実施する。

阪神・淡路大震災における復興関連資料や記録を収集・保存、調査・分析するど O. 6 3 
ともに、その成果を全国に情報発信する。

広域的な災害対策の迅速かつ的確な遂行を支援する耐震性の高い地域非常通信ネ l 
ットワークを実現するため、阪神・淡路地域において先導的技術の研究開発を推進
する。

神戸市等地方自治体との連携により、郵'情便局のコンビュータネットワークを用い O. 1 
て、郵便局を地方自治体からの災害関連 報を提供する情報拠点として活用する等
の実験を行う。

主要な道路における道路情報提供装置の整備等を実施する。 道路整備
(全国) 33.660 

治水事業、海岸事業、急傾
斜地崩壊対策事業
(全国) 12，152 

復興工事に係る労働災害の防止を図るため、工事現場巡回指導等を実施する。 1. 2 

学校等の防災体制の充実のため、地域防災組織や関係機関との連携、情報連絡体 (全国) O. 3 
制の整備、学校防災についての普及啓発等を図る。

学校における防災教育や避難訓練の充実等を図るため、「防災教育・心の健康相 (全国) 1 
談活動に関する研修会」等を開催するとともに、中学生用の防災教育教材の作成、
配布等を行う。

災害発生時に少しでも被害を少なくするため、学生に対として、災害発生時に対す (全国) O. 2 
る心構え、防災知識、避難方法等のノウハウを教授する ともに、震災発生時のボ
ランティア活動の方法、二次災害への対策、留意点等について啓発する。

理化学研究所と兵庫県が協力し、兵庫県=木市において、多分野の研究者等との 2. 1 
協力の下、都市部を中心とする地震災害の軽減に関する先導的な研究の推進を図る。



項 目 平成10年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

-実大コ次元震動破壊実験施設 構造物等の耐震性向上等を通して地震災害の飛躍的軽減を実現するため、阪神・ 3. 6 
の整備新規 淡路大震災級の地震動を再現し、実大規模での構造物等の破壊現象の解明が可能な

実大コ次元震動破壊実験施設を、兵庫県=木市を建設地として整備する。

日



平成 10年度補正予算における阪神・淡路復興関係施策について

平成 1 0 年 7月 2 3 日

阪神・淡路復興対策本部事務局

平成10年度補正予算に盛り込まれた各省庁の施策のうち、阪神・淡路地域の復興

に関係する施策で、阪神・淡路地域分の金額が確定しているものの合計は、 827

億円であり、その内訳は次のとおりである。

科学技術庁〔総額3. 8億円〕

① 実大三次元震動破壊実験施設の整備 (3. 8億円〕

厚生省〔総額52億円〕

① 医療施設の災害復旧事業 (14億円〕

② 水道施設の整備 (38億円〕

農林水産省〔総額23億円〕

① 治山施設等の整備 (8億円〕

② 農山漁村における農道等の整備 (5億円〕

③ 農漁村における集落排水施設等の整備 (2億円〕

④ 災害iこ強い漁港の整備 (9億円〕

運輸省〔総額97億円〕

① 港湾整備 (91億円〕

② 海岸整備 (6億円〕

建設省〔総額651億円〕

① 道路整備 (17 5億円〕

② 治山治水 (53億円〕

③ 都市公園 (80億円〕

④ 下水道 (292億円〕

⑤ 住宅対策 (46億円〕

⑤ 市街地整備 (5億円〕

(注)四捨五入により億円単位としてあり、各項目の合計と総額は一致しない。
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平成 10年度第3次補正予算における阪神・淡路復興関係施策について

平成 1 1年 2 月

阪神・淡路復興対策本部事務局

平成10年度第3次補正予算に盛り込まれた各省庁の施策のうち、阪神・淡路地域

の復興に関係する施策で、阪神・淡路地域分の金額が確定しているものの合計は、

594億円であり、その内訳は次のとおりである。

科学技術庁〔総額11億円〕

① 実太三次元震動破壊実験施設の整備 ~(1 :1億円]

厚生省〔総額38億円〕

① 応急仮設住宅の供与期間の延長等 (14億円〕

② 医療施設の災害復旧事業 (11億円〕

③ 水道施設の整備 (13億円〕

農林水産省〔総額23億円〕

① 治山施設等の整備 (9億円〕

② 農山漁村における農道等の整備 (9億円〕

③ 農漁村における集落排水施設等の整備 (0. 5億円〕

④ 災害に強し1漁港の整備 (5億円〕

運輸省〔総額45億円〕

① 港湾整備 (39億円〕

② 海岸整備 (6億円〕

郵政省〔総額9億円〕

① 地域非常通信のためのネットワーク技術の研究開発 (9億円〕

建設省〔総額468億円〕

① 道路整備 (15 1億円〕

② 治山治水 (52億円〕

③ 都市公園 (34億円〕

④ 下水道 (16 1億円〕

⑤ 住宅対策 (48億円〕

@ 市街地整備 (22億円〕

(注)四捨五入により億円単位としてあり、各項目の合計と総額は一致しない。
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平成 11年度予算における阪神・淡路復興関連施策について

平成 1 1年 1月 1 4 日
阪神・淡路復興対策本部事務局

l. r生活の再建」のための諸施策
(1)被災者の居住の安定のための住機能の充実

項 呂 平成 11年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

-公的な{主宅の供給 震災で住宅を失った被災者に住宅を供給するため、災害復興公営住宅等の低家賃
{七を図るための支援等を行う。

(全国) 4，129 

-住宅金融公産融資
、
個人による被災住宅の自力再建を支援するため、公庫融資の特例措置を活用する。 (全国) 4， 350 

-ニュータウン開発及び関連す 住宅供給業のために緊急かつ必要不可欠なニュータウン開発及び関連する公共施設 住宅宅地関連公共施設等整
る公共施設の整備 の整備事 を推進する。 備促進事業

(全国) 1，539 
道路整備
(全国) 34，171 

治水事業、海岸事業、急、傾
斜地崩壊対策事業
(全国) 12， 662 

-住宅に関する情報提供・相談 ソフト面での支援策として、ひょうご輸入住宅総合センター及び総合住宅相談所 (全国) 4， 129 
体制の実施 を活用する。

-被災地域の再生等のために緊 (工) 面的整備事業の推進 市街地整備地整(全総国) 832 
急、に推進する面的整備及び関 被災市街地の早期復興及び被災者のための住宅供給に資する土地区画整理事業 住宅市街 備合支援
連する都市施設の整備 、市街地再開発事業を実施する。 (全国) 5 9 8 

また、被災地域の再生及び公的住宅の供給に資する住宅市街地整備総合支援事 密集住宅市街地整備促進事
業、住宅地区改良事業、密集住宅市街地整備促進事業を実施する。 業 (全国) 1 1 9 

住宅地区改良
u' (全国) 3 5 0 

道路整備
(全国) 34，171 



項 目 平成 11年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

② 関連する都市施設の整備 ~ 下水道事業
上記の面的整合備事業に関連する街路事業、下水道事業、都す市公園事業、街並み (全国) 11，292 
-まちづくり総支援事業、主要河川の整備事業等を実施 る。 都市公園事業

(全国) 1，6201 
治水事業、海岸事業、倉、傾
斜地崩壊対策事業
(全国) 1 2， 662 

-応急仮設住宅の解消等 恒久住宅への移行に伴い、応急仮設住宅の速やかな解消等について支援を行う。 22 

( 2)被災要介護高齢者等の支援策の充実

工百 目 平成 11年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

-特別養護老人ホーム等の整備 特別養護老人ホームの増設、ケアハウスの増設、ホームヘノレパーの増員等要介護 (全国) 4，821 
高齢者等の支援施策の推進を図る。

-災害ボランティア活動の強化 災害時の福祉救援活動等に関する連絡会議、実践講座の開催等により、災害時に o. 4 
おけるボランティア活動の強化を図る。

i
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切
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( 3 )災害時にも対応できる医療供給体制の整備

工百 目 平成 11年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

-災害拠点病院整備事業 被災した地域への支援活動、後方病院としての患者受入れ等を担う災害拠点病院 (全国) 20 
を整備し、災害時における医療の確保を図る。 I

-救急医療情報センター(広域 救急医療情報システムを拡充強化し、災害時における医療機関の情報収集、匡療 (全国) 1 2 
災害・救急医療情報システム ボランティアの登録、派遣を行うための災害医療に関する全国的な情報ネットワ}
)の整備 クの整備を図る。



(4 )その他

工百 目 平成 11年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

-要保護及び準要保護児童生徒 被災により経済的な理由で就学困難となった児童生徒の保護者に、学用品，費、医 1 
援助 療費、学校給食費等の給与を行う市町村に補助を行。う。

-阪神・淡路大震災に伴う特設 復興に伴って急増する登記に関する相談に適事切に対処するために特設登記相談所 O. 2 
登記相談所の開設及び復興に を引き続き開設するとともに、復興に伴う整記 務処理を適正かつ迅速に行う。
伴う登記事務の適正処理

-阪神・淡路大震災に伴う震災 阪神・淡路大震災に伴って生じている法的紛争の迅速な解決と被災者の生活基盤 O. 3 
関係法律扶助事業の補助 の安定を図るため、震災関係の法律扶助事業に補助する。

ー
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「経済の復興」のための諸施策2. 

(1)経済復興を支える交通・情報通信インフラの整備

予算額(億円)

-神戸港等の整備 460 (全国) 3， 

平成 11年度予算政府原案に盛り込まれた施策目工百

629 (全国)-鉄道の整備

-幹線道路等の整備
171 34， 

安全で円滑な道路交通を確保するため、信号機の高度化、道路交通情報収集・提
供装置の整備等を実施する。

-交通安全施設の整備
186 
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情報通信基盤技術の開発



( 2 )経済復興に資する産業支援体制の整備

工百 目 平成 11年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

-産業復興促進のための企画・ 復興に係る企画・調査事業、ワンストップ・サービス導入等各種フ。ロジェクトの 1. 76 
調査等 実施を支援するため、(財)阪神・淡路産業復興推進機構に対し補助を行う。

-被災中小企業者の再建・復興 被災中小企業組合等への円滑な資金供給を実施する。 O. 1 1 
に向けた支援策の促進

-民活法の活用による産業関連 民活法の支援措置により産業復興に資する施設整備を促進する。 [通商産業省分]
基盤の整備の促進 (全国) 8. 7 5 

補助lず対象事業費の割合の引
上 の延犯E長
NTT  利子貸付制度の融
資比率の改善の延長

-地域研究開発促進拠点支援事 兵庫県における研究コーディネート活動(共同研究の企画や研究成果の技術移転
業の実施 等)を支援するとともに、それを活用して、科学技術庁や科学技術振興事業団等の

諸制度を効果的に展開し、当該地域の科学技術の振興と新技術・新産業の創出を促
進する。

11ωω

∞l
l
 (3)その他

項 目 平成 11年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

-大阪湾ベイエリア法の活用に 阪神・淡路地域の復興に資するため、大阪湾ベイエリア法関連の支援措置により NTT無利子貸付制度の融
よる中核的施設の整備の促進 中核的施設の整備を積極的に推進するとともに、阪神・淡路地域における活力ある 資比率の改路善の延長
等 まちづくりの推進を図る。 阪神・淡地域における活

力あるまちづくり推進調査
O. 151 

.JICA兵庫インターナショ 兵庫県が行う兵庫国際センター(す仮称)構想の一環として、 JICA兵庫インタ
ナルセンターの整備促進 ーナショナノレセンターの整備を促進 る。



3. r安全なまちづくり」のための諸施策
(1)オープンスペースとリダンダンシー確保のための交通インフラとを兼ね備えた安全で快適なまちづくり

予算額(億円)

1
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平成 11年度予算政府原案に盛り込まれた施策

-被災地の再生等と連携して整| 住宅や産業業務施設を備えた新都市核の整備に係る土地区画整理事業、ニュータl住宅宅地関連公共施設等整
備を進める必要のある新都市|ワン開発事業及びこれらに関連する公共施設の整備事業を実施する。
核の整備

目工百

539 

171 

-防災性向上のための根幹的な|① 災害時の緊急活動等を支える幹線道路等の整備 |道路整備
高度に市街化の進んだ阪神地域の交通の円滑化、緊急時における交通の代替性(全国) 34， 
、迅速性を確保するため、格子型幹線道路ネットワークを構成する高規格幹線道|都市公園事業
路等の整備事業を推進する。(全国)じ
緊急輸送道路や広域迂回路の一部を形成する幹線道路等及び避難路や災害危険|下水道事業
市街地における緊急活動を支援する路線等、格子型幹線道路ネットワークを補完全国) 11， 292 
する一般道路の整備事業を推進する。 I治水事業、海岸事業、急傾
② 防災拠点となる都市公圏等の整備 l斜地崩壊対策事業
広域防災拠点となる広域公園等及び一次避難地としての地域防災拠点となる都全国) 12， 662 
市公園、下水道施設等の整備事業を実施する。
広域防災帯として機能する主要河川、道路や、これらと隣接して設ける公園・
緑地等の整備事業を推進する。
③ 土砂災害対策の推進
二次災害防止や避難路、避難地の安全確保等に資する砂防事業、急傾斜地崩壊
対策事業等を実施する。
また、六甲山麓部において土砂災害に対する安全性を高め緑豊かな都市環境と
景観の創出等に資するグリーンベノレトの整備を推進する。
④ 公共施設の耐震性の向上
新耐震基準に基づく下水道施設の整備、改良等を実施する。
ゼロメートノレ地帯等の海岸堤防等の補強を実施する。

171 

620 

公共施設の整備

(全国) 1 8 6 災害発生時における緊急交通路を確保するため、交通管理施設の整備を|実植する。-災害時に対応した交通管理施
設の整備



頂 目 平成11年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

-臨海部の防災拠点の整備 震災時の緊急輸送や避難地確保の重要性にかんがみ、等緊急物資や避難人員の輸送 港湾整備事業費
を対象とする耐震強化岸壁に加え、避難緑地、備蓄施設 を備えた防災拠点を整備 (全国) 3， 460 
する。 海岸事業費(全国) 3 761 

-治山施設等の整備 山腹崩壊、地すベり、ため池決壊、高潮などから人の生命、財産等を保護するた ため池等整備事業
めの治山施設や地すべり防止施設の整備、老朽ため池の改修補強、海岸の整備等を (全国) 252 
推進する。 地すべり対策事業

(全国) 8 1 
直轄地すベり対策事業

(全国) 6 0 
治山事業
(全国) 1，863 

海岸事業 (全国) 7 1 

-農山漁村における農道等の整 緊急時における車両通行の円滑化のための農道等の整備、災害時に避難所として ほ場整備事業
備 活用しうる広場、公園等の整備を推進する。 (全国) 1，137 

かんがい排水事業
全国) 4 1 3 

土地改良総合整備事業
(全国) 1 8 1 

農道整備事業
(全国) 1， 090 

漁港漁村環境整備事業
(全国) 1 9 1 

漁港漁村総合整備事業
(全国) 5 5 

.CATVを利用した住宅等の 防災対応マルチメディアモデ、ノレ住宅を整備し、家庭に居ながらにして、防災情報 (全国) 1 2. 3 
情報化実証実験 をはじめとする様々な情報を入手可能なシステムの研究開発を実施する。

1
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(2)防災性を有するライフラインの整備

項 目 平成 11年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

-水道路設の耐震化等整備 水道施設の耐震性向上や緊急時の給水を確保するため、災害に強い水道施設の整 (北海道、沖縄を除く全国)
備を推進する。 1， 302 

-災害に強いライフライン共同 災害時におけるライフライン確保の観点から、共同溝及び電線共同溝の整備事業 道路整備
収容施設の整備 を各事業者と調整を図りつつ実施する。 (全国) 34，171 

(3 )応急災害対策に資する公共施設の整備

項 自 平成 11年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

-消防防災施設等の整備 阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、大規槽模災害に対応し施うる全面的な補防防災体 (全国) 1 9 0 
制の整備を促進する観点から、耐震性貯水 、消防団拠点 設等、コミュニティ防
災資機材、緊急消防援助隊関係資機材等の整備を促進する。

-緊急時の消火・生活用水等の 高度処理施設等の整備及ひや下水道処理場等の避難地としての活用のための下水道 下水道事業
確保対策 事業を実施する。 (全国) 11，292 

消火用水等の取水施設や階段護岸の整備等のための河川事業を実施する。 治水事業、海岸事業、急傾
斜地崩壊対策事業
(全国) 1 2， 662 

-農漁村における集落排水施設 循環利用が可能な生活・防火用水を確保するとともに、快適な生活環境基盤を整 農業集落排水事業
等の整備 備するため、集落排水施設等の整備を推進する。 (全国) 1， 356 

漁港漁村環境整備事業
(全国) 1 9 1 

漁港漁村総合整備事業
(全国) 5 5 

-災害に強い漁港の整備 緊急食料の輸送や救援活動の拠点として活用し得る漁港の整備を推進寸る。 漁港整備事業
(全国) 1業， 6 1 7 

漁港関連道整備事
(全国) 4 3 

-公立学校等施設の整備 公立学校等施設については、非常災害時における児童生徒の安全の確保的自己を図ると 公立学校施設
ともに、地域住民の応急化避の難場所としての役割をも果たすため、耐震性 の強化及 (全国) 235 
び防災機能の充実・強イ 観点から、校舎等の耐震補強等の整備を積極 に推進す 私立学校施設(全国) 1 5 
る。また、私立学校については、施設の耐震構造化を推進する。 社会体育施設(全国) 5 
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(4 )その他

工否 目

-災害救助調査研究・研修事業

-阪神・淡路地域の防災関係情
報の分析、活用

-地域非常通信のためのネット
ワーク技術の研究開発

-防災情報ネットワークの強化

-復興工事安全衛生確保支援事
業の推進

-学校等における防災体制の充
実

-安全教育の充実

-地震防災フロンティア研究の
推進

-学生防災・ボランティア普及
啓発

平成 11年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

阪神・淡路大震災での対応を教訓として、災害救助を適切かつ迅速に実施する上 (全国) O. 4 
で必要な調査研究、研修事業を実施する。

阪神・淡路大震災における復興関連資料や記録を収集・保存、調査・分析すると O. 56 
ともに、その成果を全国に情報発信する。

広域的な災害対す策の迅速かっ的確な遂行を支援する耐震性の高い地域非常通信ネ 1 
ットワークを実現 るため、阪神・淡路地域において先導的技術の研究開発を推進
する。

主要な道路における道路情報提供装置の整備等を実施する。 道路整備
(全国) 34，171 

斜治水事業、海岸事業、急傾
地崩壊対策事業
(全国) 12，662 

復興工事に係る労働災害の防止を図るため、工事現場巡回指導等を実施する。 O. 7 

学校等の防災体制の充実のため、地域防災組織や関係機関との連携、情報連絡体 (全国) O. 3 
制の整備、学校防災について実践研究を行うとともに、普及啓発を図る。

学校における防災教育や避難訓練の充実等を図るため、「防災教育・心の健康相 (全国) O. 7 
談活動に関する研修会」等を開催するとともに、小学生用の防災教育教材の作成、
配布等を行う。

理化学研究所と兵庫県が協力し、兵庫県=木市において、多分野の研究者等によ 2. 8 
る流動的な体制により、都市部を中心とする地震災害の軽減に関するソフト面に重
点を置いた先導的な研究を推進する。

災害発生時に少しでも被害を少なくするため、学生に対して、災害発生時に対す (全国) O. 2 
る心構え、防災知識、避難方法等のノウハウを教授するとともに、震災発生時のボ
ランティア活動の方法、二次災害への対策、留意点等について啓発する。
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工百 目

-実大一次元震動破壊実験施設
の整備

平成 11年度予算政府原案に盛り込まれた施策 予算額(億円)

構造物等の耐震性向上等を通して地震災害の飛躍的軽減を実現するため、阪神・ 1 7. 8 
淡路大震災級の地震動を模擬し、実大規模での構造物等の破壊備現象す解明が可能な実
大二次元震動破壊実験施設を、兵庫県三木市を建設地として整 る。 I



平成11年度第2次補正予算における阪神・淡路復興関係施策について

平成 1 2 年 2 月
阪神・淡路復興対策本部事務局

平成11年度第2次補正予算に盛り込まれた各省庁の施策の中で、阪神・淡路地域の復興に関係するものを整理すると以下の通りである。このうち、
阪神・淡路地域分の金額が確定している施策について、その金額を合計すると、 680. 3億円である。

く警察庁>

項目名 施策名 施策の概要 予算額(億円)

交通管理施設の整備 災害時に対応した交通管
災害発生時にお回報け板る・等誘道の導路交等の通被を管行災理状い施緊況設急等の交を整通把備握路ををし行確、う保的。確な交通情報の提供

(全国) 1 6 
理施設の整備 によって車両のう するため、交通監視

用カメラ、交通情報

置 く科学技術庁(計62億円 1施策分)>

項目名 施策名 施策の概要 予算額(億円)

地震防災科学技術の推 実大コ次元震動破壊実験 阪神・淡路大震災級の地震動を模擬し、実大規模での構造物等の破に壊整現備 6 2 
進 施設の整備 象の解明を可能とする実大二次元震動破壊実験施設を兵庫県三木市

する。

<国土庁(計30億円 1施策分)>

項目名 施策名 施策の概要 予算額(億円)

防災関係情報の分析・ 特定地震防災対策施設(阪 阪神・淡路大震災をはじめとする国内外の地震災害関連資料の収集・保 3 0 
活用 神・淡路大震災メモリア 存・展示及び情報発信や地震災害の体験学習設備、防災に関する総合的、

ノレセンター(仮称))の整 実践的能力を有する人材の育成、復旧・復興対策の在り方等対を含策めた総合
備 的な防災に関する調査研究などの機能を有する特定地震防災 施設(阪

神・淡路大震災メモリアルセンター(仮称))の整備に要する経費の一部を
補助する。

L一一



く文部省〉

項目:名 施策名 施策の概要 予算額(億円)

学校施設等の耐震性の 公立学校施設の整備促進 公立学校等施設については、非常災害時における児童生徒の安全の確保 (全国) 1 0 6 
強化及び防災機能の充 を図るとともに、地域住民の応急避難場所としての役観をも果たすため、
実 耐震性能の強化及び防災機能の充実・強化の観点から、校舎等の耐震補強

等の整備を積極的に推進する。
回ー」圃四ー一回目

〉

項目名 施策名 施策の概要 予算額(億円)

特別養護老人ホーム等 特別養護老人ホーム等の 特別養護老人ホームなど、つ被、災そ地の域整の備老推人進福を祉支施援設す等るに。ついては、 在宅 (全冨) 730 
の整備 整備 サーピスとの均衡に配慮しつ

応急仮設住宅の解消等 阪神・淡路大震災におけ 恒久住宅への移行に伴い、応急仮設住宅の速やかな解消等について支援 29 
る応急仮設住宅の解消等 を行う。

災害時にも対応できる 災害拠点、病院整備事業 被災した地域へのに支つ援い活て動補、助後を方行病院としての患者受け入れ等を担う災 (全国) 5 6 
医療供給体制の整備 害拠点、病院等の整備 う。 I

水道施設の耐震化等整 備災推害進に強い水道施設の整 地震に5齢、水道施設の整備及び緊急時における住民の飲料水を確保する 1 8 
備 ため、水道水源の確保、石綿セメント管等老朽管の更新、水道広域化施設

等の整備を推進する。

<厚生省(計47億円 2施策分)

l
i
g印
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5億円 :6施策分)>

項目名 施策名 施策の概要 予算額(億円)

治山施設等の整備 老朽化等により災害のお 震災修ぽ地す域補お復強そ興等れをを図るための恒久的な防災対策として、老朽化したため池 1. 4 
それのあるため池等の改 等の改 の緊あ急るかっ計画的に推進するとともに、人家等に重大な災
修補強等の推進 害を及 地滑りを防止する工事を推進する。

復興支援のための治山事

「阪神 ・淡路復興計画業」りき治、をに山位実六ダ置施甲ムづ山し、周てけ土辺きら留れ及た工びたと工淡箇こ事所路ろ等。地にのつ平区設成いの置て1山1を腹年、推度崩こ進れ壊第す危ま2る次で険ロ補緊急

4. 4 
業の推進 をする箇所から順次事 正

予算要においても、引き続 地帯
等において治山事業によ
-事業名:地域防災対策総合治山事業、復!日治山事業

復興支援のための海岸事 「阪神・淡路復興計画」に位置づけられた箇所について、平成11年度第 o. 7 
業の推進 2次補正予算においても、引き続き、海岸環境整備事業を実施し、被災地

の国土保全及び復興支援を図る。

農山漁村における農道 災害時の集落等への交通 阪神・淡路地区の集落は、東西に細長く、家屋が密集しているため、地 1 1. 6 
等の整備 が遮断される事態におい 震等の路災害時における交通遮断の事態に対応するため、整地備域を住推民進のす避る難。路

て地域住民の避難路・迂 -迂回 ・物資運搬路として効果が見込まれる農道等の
回路・物資運搬路として
効果が見込まれる農道等
の整備

農水施漁村設における集落排 循環利用が可能な生活・ 地震等の災害時においては、循環利用が可能となる生活・防火用水の確 O. 5 
等の整備 防火用水を確保するとと 保が重要となることから、循環利用可能な生活・防火用水の確保とあわせ、

もに、快適な生活環境基 快適な生活環境基盤の整備をするため集落排水施設等の整備を推進する。
盤を整備するための集落
排水施設等の整備

災害にヲ齢、漁港の整備 漁港を緊急食料占の輸送や 救援資材等の陸揚げ、輸送等のための耐久性を考慮、した岸壁、またそれ 3. 9 
救援活動の拠 として活 ら資材の搬入のための臨港道路及び漁港関連道等の整備を平成11年度にお
用するための整備 いても引き続き推進する。

く農林水産省(計22.

-moo-4 



虫、3

経済復興を支える交通 格子型幹線道路ネットワ
-情報インフラの整備 ークを構成・補完する道

路整備

広域防災帯の整備

災害に強いライフライン
共同収容施設の整備

復興に資する治水、海 海岸保全施設の耐震化対
岸事業、急傾斜地崩壊対策 策

危険度の高い地域におけ
る土砂災害対策

防災拠点・消火用水等の
確保のための河川等の整
備

<自治省(計十 4億円 1施策分)> 
項目名 施策名

防災関係情報の分析・ 阪神・淡路大震災関連情
活用 報のデータベース構築事

業

格子型幹線道幹そ援型路都線すネれ市道るをッ闘補路路トを完等線ワ支す、及ーえ避びクるる道難広を路構路路域線ネ成防と等す災ッしの拠てるト整高点、ワ備規緊ーとを都格急ク推や幹輸市進線送災拠す道道害点る危路路を。等の整備を推進

128 
するとともに、 や広域迂回路の (面的整備事業の

一ネ部緊急をッ形成する 険市街地におけ 一部を含む。)
る活動を支 連絡するなど多
角 トワーク型都

震災により著路境し防環く災境交緑通に地機つの能い整てが備十阻を分害推配さ進慮れすすたる一る。般国道43号において道、防災空開の確保及び道 必要から、本路線沿を広域
防災帯として環境

電気、電話、ガス、水道等のライフラインの災害時における確保の観点
から、ライフライン共同収容施設として、共同溝、電線共同溝の整備を推
進する。

地震を実後施の二次災害を防止するため、危険度の高い海岸保全施設の耐震化 海岸事業費 | 

対策 する。 (全国) 9 7 

阪神・淡路大震災により崩壊がつ¥て多発したり、山林が緩、もに砂んだことによる二 44 
次的な土砂災害の危険性が高ま いる箇所において 防設備、地すベ
り防止施設、急傾斜地崩壊防止施設の整備を図るとと 、六甲山系グリ
ーンベルトの整備を推進する。

広域防災帯としての護岸河の川の整備、緊急時における消火用水・生活用水等 河川事業費
の確保のための階段護 整備等を実施する。 (全国)

1， 544 

施策の概要 予算額(億円)

阪神 ・淡貴路大震災もかを.吉淡地取らむ路方6り。大公年ま)震共経とに過災団め関体、に連し等次関たすが時世しる震代点、震消災にに災対そ防お情れ庁策い報をてをを・継検消、デ討承防ーこ機めすL タ間の経験やこれ
1. 4 

から得た重な教訓 ていく必要があ
る。このため、阪神 闘を中心とした
地方公共団体(応援 ベース化に構築な
し、今後において国 討査する上で、多様
情報を迅速・効果的に有効利用できる手法について調 検討しようとす
るものである。



<通商産業省(計30億円 1施策分)>

項目名 施策名 施策の概要 予算額(億円)

経済復興に資する産業 神戸医市療新産事業業1支援施設整 先端的な医療機器その他の開発とその‘成果の企業化を支援するための新 30 
支援体制の整備 備( 都市構想) 事業支援施設を整備する事業に対し、地域高振興整備公団が出資を行うこと

により、中小・ベンチャー企業を含めた 付加価値の医療関連産業の創出
を図る。

<運輸省(計100. 4億円 2施策分)>

項目名 施策名 施策の概要 予算額(億円)

海岸保全施設の整備 阪神・淡路地区における 国土保全の観点から、被災地における海岸保全施設の向上を図るため 4. 4 
海岸保全施設の整備 尼崎西宮芦屋港における関門の改良や緩傾斜護岸への改良を進めるなど防

災機能を強化した海岸保全施設の整備を実施する。

神戸港等の復興 大水深コンテナターミナ 神戸港の復興が被災地域の復興にとって不可欠であることから、引き続 9 6 

器 ル等の整備 きポートアイランド2期地区に水深15m岸壁の整備を推進する。



<建設省(計387億円:11施策分)> 

項目名 施策名 施策の概要 予算額(億円)

復興に資する住宅対策 住宅供給と一体となった

①市街住被神地宅災戸整市地街市備域震総地に合整災お復支備け援総興る地事合公支業区的援等、住密被事宅業集災の住地供域宅給市にと街お地い体整てと備、な促従っ進前た居事街業住づ者をく用実り施住にす宅資、るす。市る街住地宅

住宅市街地整備総
街づくり 合支援事業

(全国) 125 
密集住宅市街地整

②密住集宅、公共施設等の整備を推進する。 備促進事業

住宅市街地整区備等被促進災事業 (全国) 2 7 
神戸市浜山地 地域において、コミュニティ住宅の供給、地区
内の生活道路等の整備を一体的に推進する。

公住共宅施宅設地整供備給のに推関進連する 被災者に対する住宅宅地供給を促進するため、被災地域早期における住推宅宅 (全国) 200 
地事業に関連して必要となる道路や公園等の公共施設の 整備を進す
る。

被災地域の再生等のた 市街地再開発事業の推進 被災地の早田期駅の南復地興区と(被神災戸者市の生活再建のためのまちづくりを推進する 道路整備
め整に備緊急に推進する面 ため、新長 市)等の被災市街地復興推進地域内の市街地 128の内数
的等 再開発事業を推進する。 市街地整備 94 

被災地及びその周辺地域(神における住宅供給を促進するため、緊急に住宅
供給を図る垂水駅東地区 戸市)等の市街地再開発事業を推進する。

土地区画整理事業の推進 被災地の早期復興と被災者の生活再建に資する土地区画整理事業を推進
する。

防災拠点となる都市公 防災公園の整備の推進 被災地の防災性の向上を公図園るため、一木防災総合公園等の広域防災拠点 2 9 
園の整備 となる防災公園や、垂名 等の一次避難地となる身近な防災公園の整備

を推進する。

住区基幹公園等の整備の 面的整備事業に関連して整備が必要な住区基幹公園等の整備により、防
推進 災性の向上を推進する。

復興に資する下水道事 下水道施設の耐震性の向 新耐震基準に基づく下水道施設の整備、改良等を実施する。 9 2 
業 上

下水道施設のネットワー ライフラインとしての下水道を災害時においても安定的に機能させるた
ク化及び緊急時のパック めに、下水道施設のネットワーク化等を行補い完、災害時に下水を他の処理場
アップシステムを整備す に移送したり、下水道情報を他都市と相互 するなど、互いに補完・代
る対策 替できる下水道システムを構築する。

等緊急の確時保の対消策火・生活用水 下水道下の水高道度事処理施設等の整備及び下水処理場等の避難地としての活用
のための 業を実施する。


